
会 計 管 理 室 

 

新年度予算における基本的な方針 

現金、有価証券、物品の出納及び保管、支出内容の審査確認などの会計

事務について、法令、条例及び規則や予算の定めるところに従い、適正か

つ効率的に処理する。 

また、会計事務に携わる職員の資質向上を図るとともに、安全で効率の

よい公金の管理・運用を行う。 

【主な事業】  会計管理経費        ３８，０１２千円 

 

 

１．適正な会計事務の処理について 

支出内容について、法令や予算に基づき厳正に審査を行うとともに、現

金、金券、物品等の管理を適切に行うため、実地および書面検査による確

認を行う。改善が必要な事務取扱については、事後の対応報告や必要に応

じて再検査を行い、適正化を図る。 

   収納事務が厳正に行われていることを確認するため、日々、証拠書類や

収納データと収納金を照合するとともに、定期的に金融機関等に対して検

査を実施する。 

 

２．収納事務の効率化について 

収納事務を効率的に処理するため、指定金融機関等と収納データ作成業 

務やコンビニ等での公金収納などのデータ授受業務の委託を行う。 

 

  ３．職員の資質向上について 

   能力向上を図るため、外部研修を受講させるとともに、各所属で会計事

務を担当する出納員や実務担当者を対象とした研修の実施や会計事務マニ

ュアルの充実、情報提供等を随時行う。 

 

４．公金の管理運用について 

日々の収支をチェックし、綿密な資金収支計画を立てて、支払資金に支

障を来さぬよう流動性を確保する。基金及び運用可能な資金については、

資金管理運用方針に基づき、安全で効率のよい運用を行う。 

運用にあたっては、低金利政策が続く中、将来の金利動向を十分把握し、

運用収益の拡大に努める。 
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議 会 事 務 局 

 

新年度予算における基本的な方針 

令和４年度は、これまで行ってきた取組の一層の充実を図ることに加え、議

会基本条例の基本方針である、市民との情報共有を図ること、市民参加を推進

すること、議員間討議を活性化して政策立案・政策提言を行うこと、の三本柱

に沿った議会改革をさらに推進する。議会事務局は、この改革の実現に向けて

サポートを行う。 

 

 

１．議会改革の推進について 

議会では議会基本条例の趣旨に基づき、市政の発展、市民生活・福祉の向

上に寄与すべく議会改革を継続的に推進しており、令和３年９月には議会改

革検討会を立ち上げ、さらなる議会改革に向けた検討を行っている。 

令和３年定例会においては、令和元年度より実施している決算審査を通じ

た次年度予算への提言について、昨年度に引き続き８月定例月議会における

議案審査日程の前倒しを行うとともに、当初予算への反映状況や事業実施状

況について検証を行った。 

また、オンライン会議実施に向けた所要の会議規則改正を行ったことから、

常任委員会においてオンライン会議を実施し、その結果について検証すると

ともに、今後も先進的な取組を研究しながら、オンライン会議の在り方や精

度を高めていくこととした。 

令和４年度は、これまでの取組を検証しさらなる充実を図るとともに、引

き続き議会改革を推進していく方針であり、議会事務局はこれに対しサポー

トを行う。 

【主な事業】    会議録作製関係経費         １１，２９９千円 

議事関係諸経費（参考人等）        ３３６千円 

議員タブレット関係経費          ８０８千円 

会議用システム関係経費          ６３７千円 

 

 

２．市民への議会情報の提供及び議会への市民参加の取組について 

議会では、情報発信手段の一つである市議会だよりの改良に継続的に取り

組んでいる。新型コロナウイルス感染症の影響により令和３年度の高校生議会

の開催は中止となったものの、コロナ禍の中でもできる限り若い世代への情報

発信や市民参加の推進を図るため、高校生との協働による紙面作成を令和２年
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度に引き続き実施したほか、小・中学生を対象とした議会だよりの令和４年度

発行に向けた紙面等の検討を始めるなど、議会情報の発信の新たな取組を実施

した。 

また、市民参加の推進の点で、同じく新型コロナウイルス感染症の影響に

より傍聴の自粛や停止が続いた中ではあったが、市議会モニター向けの研修会

や意見交換会の開催、依頼団体への出前講座の実施、さらには定例月議会ごと

の議案への意見募集を実施して常任委員会等の審査時に活用するなど、コロナ

禍の中で可能な手法を用いて、市議会への興味や理解をより深めてもらうため

の活動を行った。 

令和４年度についても、これまで進めてきた取組をさらに充実させ、「市民

との情報共有」、「市民参加の推進」を図る方針である。こうした取組を通して、

市民に開かれた議会の実現のためのサポートを行う。 

【主な事業】   市議会中継関係経費         １２，５８３千円 

         議会報等作製関係経費        １３，７５９千円 

         議会広報広聴活動経費           ９６４千円 

         インターネット配信関係経費      １，０３５千円 

市議会モニター関係経費          ２６３千円 

 

 

３．議会の政策形成機能の充実について 

議会は、議会基本条例の基本方針の三本柱の一つである「議員間討議の活性

化」を進め、議員間討議により集約された意見から政策立案・政策提言を行い、

施策への反映を目指している。 

令和３年度には、議員間討議に基づき令和２年度決算審査での政策提言につ

いて、新年度予算へ反映された項目があったこと、市民から請願等の意見提出

があった案件について常任委員会で所管事務調査を行い、市民や議会の意見を

踏まえた施策展開が実施されたことなど、議員間での活発な討議が市の施策へ

とつながるようになっている。 

また、議員政策研究会においては、「カーボンオフセット関係事業分科会」

「市民協働促進のための基金制度についての分科会」が調査研究を行い、活発

に活動しているところである。 

さらに、例年実施している議員研修会は、令和３年度においては、議会ＢＣ

Ｐに関する研修会を、当該分野における第一人者である同志社大学の新川教授

を講師として実施するなど、これまでの議会改革に関する項目だけでなく、

個々の政策課題や特定の分野についての見識を深めることにも注力している。 

議会事務局は、令和４年度においても市民から信頼される議会づくりに向け

て、議会の政策形成機能充実のための取組についてサポートを行う。 
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【主な事業】     政務活動費            ２８，５６０千円 

          行政視察関係経費           ９，８１８千円 

          調査法制関係諸経費         ２，０００千円 

          議員研修会関係経費           １４８千円 
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監 査 事 務 局 

 

 

新年度予算における基本的な方針 

監査対象部局の所管する事務及び事業に内在するリスクを想定し、リスク発

生の可能性や発生時の影響度の観点からリスク評価を行い、リスクの高い分野

を特定した上で監査を行うなど、監査委員による監査が効果的、効率的に行わ

れるよう監査事務を遂行する。 

 

 

１．財務監査、行政監査等について 

監査対象部局の事務及び事業について、法令に適合し、正確で、経済的、効

率的かつ効果的に行われているか等の視点から監査を実施する。 

  監査対象部局の事務及び事業が多様化、複雑化しており、特に法令解釈や

工事等に関して、専門の知見等を有する監査専門委員を必要な場合に任用す

ることで、より質の高い監査を実施する。 

  また、監査等の結果について、市民により一層理解してもらえるよう工夫

しながら、市ホームページにおいて公表していく。 

  併せて、事務局職員の専門的な知識・技能の向上など監査委員を補助する

事務局機能の充実を図る。 

 

 

２．その他の監査、検査、審査について 

  財政援助団体等監査、例月現金出納検査、決算審査、基金運用状況審査、

健全化判断比率審査・資金不足比率審査等を実施する。 

 

 

 

【主な事業】    監査委員報酬        ４，００９千円 

          （うち監査専門委員       ３９０千円） 

             監査事務一般経費      ３，５２９千円 
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教 育 委 員 会 

 

新年度予算における基本的な方針 

学校教育分野においては、「Society5.0 時代」の到来や、新型コロナウイルスの感染

拡大など、先行き不透明で予測困難な時代にあっても、子どもたちが夢や目標に向かっ

てチャレンジし、自分の良さや可能性を伸ばしながら、社会の一員として、豊かで充実

した人生を送ることができるよう、その基盤となる能力を育成する。 

特に、令和４年度は、コロナ禍での経験を踏まえ、誰一人取り残さない「学びの保障」

を大切にし、これからの社会を生き抜くための「非認知能力」を身に付け、実社会で応

用できる教育を推し進めるため、四日市市新教育プログラムの着実な実践、四日市市Ｇ

ＩＧＡスクール構想によるＩＣＴの効果的な活用に取り組む。 

さらに、チーム学校として、専門スタッフや外部人材の学校運営への参画を促進し、

連携や分担による学校マネジメントを行うなど、総合的な学校の組織力向上を図る。 

社会教育分野においては、久留倍官衙遺跡や旧四郷村役場、鳥出神社の鯨船行事、御

池沼沢植物群落等の文化財を中心に、総合的かつ計画的な保存活用を行い、市内外に魅

力を発信していく。 

図書館では、館内の利用環境の維持、改善に取り組みつつ、利用者の多様なニーズに

対応した図書・資料を提供できるよう、引き続き蔵書や資料の充実を図る。博物館では、

学習機会の充実・学習活動への支援や情報発信の強化に取り組む。 

 

１．新教育プログラムによる「夢と志を持ち、未来を創るよっかいちの子ども」の育成 

   新学習指導要領の実施や「Society5.0 時代」の到来などの新たな課題に対し、優先

的に取り組むべき６つのテーマ（柱）のもと、問題解決能力、言語能力、情報活用能

力などの必要な資質・能力が身につくよう、３年目となる「新教育プログラム」の展

開を図り、就学前・小学校・中学校のつながりを意識した一貫性・連続性のある教育・

指導を実現する。 

読解力や論理的思考力を向上させるため、全小中学校に専門的知識を有する司書を

派遣し、司書教諭や教員、学校図書館ボランティアとの連携により、日常の読書活動、

家庭読書、図書館を活用した授業等を推進するほか、自分の考えを整理し、論理を視

覚化する「思考ツール」を取り入れた授業を行う。また、オンライン学習支援教材を

活用し、生徒の学習内容の理解や定着を図る。加えて、中学校３年生を対象として論

理言語力検定を実施し、就学前から一貫性・連続性をもって育んできた読解力等の資

質・能力の定着状況を把握することで、発達段階に応じた教育活動内容を向上させ、

９年間を見通した学習の基盤となる資質能力の育成につなげる。 

英語コミュニケーション能力向上のため、小学校英語専科教員の全校配置に加え、

全小中学校で、ネイティブの英語指導員を活用し、子どもたちが生きた英語に触れる

機会を創出する。また、中学校全学年での英検ＩＢＡ実施により、グローバル化に対

応できる英語力を測定し、効果的な授業の改善など、英語学習の支援につなげる。 
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体力・運動能力向上のため、新５分間運動の推進により、子どもたちの健やかな体

を育成する。また、命の大切さを理解し、自己・他者の個性を尊重した望ましい人間

関係を構築できるよう、医師等の外部講師による「生命・性に関する出前講座」を全

小中学校で実施する。 

豊かな人間性を育成するため、子どもたちが自身の成長を確認し、将来のキャリア

形成を見通せるよう、全小中学校で記録冊子「四日市版キャリア・パスポート」を活

用し、キャリア教育の充実を図る。また、社会的な課題等を教材とした「考え、議論

する道徳」の授業を行い、他者との関わりを通して自分自身の考えを深め、実生活や

実社会においてより良く生きるための資質・能力である「道徳性」を育む。さらに、

インターネット上の様々な情報を正しく主体的に読み解くメディア・リテラシーの養

成を通じた人権教育を全小中学校で行い、誤った情報の発信や拡散による誹謗中傷や

人権侵害について考える授業を実施する。加えて、発達段階に応じた人権教育カリキ

ュラムや学習プログラムの整備を進め、教職員研修や各中学校区での子ども人権フォ

ーラムの開催により、人権課題を主体的に解決しようとする子どもを育成するための

人権教育を推進する。 

地域への愛着を育むため、産業・環境・文化が調和する本市ならではの地域資源を

生かした特長ある教育に取り組む。市内企業等が有する知識・技能・経験を生かした

連携授業や、ＪＡＸＡ（宇宙航空研究開発機構）による宇宙を素材にした連携授業に

加え、「ものづくり」「環境」「宇宙」をテーマとした四日市こども科学セミナーを引き

続き実施し、子どもたちの科学への知的好奇心・探求心を向上させるとともに、社会

とつながる協働的な学びを実現する。 

 

【主な事業】  学びの一体化推進事業              ２４，１９２千円 

        学校づくりビジョン推進事業費              ２３，１８９千円 

新教育プログラム推進事業（読解力向上）   ５０，１５１千円 

新教育プログラム推進事業（論理的思考力向上） ７，１８０千円 

新教育プログラム推進事業（英語コミュニケーション能力向上） 

 １３６，７７９千円 

新教育プログラム推進事業（体力・運動能力向上） １，９４４千円 

新教育プログラム推進事業（キャリア形成） １，６１４千円 

道徳教育総合支援事業費               ５００千円 

メディア・リテラシー養成を通じた人権教育推進事業 ３，３３０千円 

学校人権教育推進事業費             １，７００千円 

新教育プログラム推進事業（地域への愛着） ７，００４千円 

大学及び企業等との連携による教師力向上事業費  １，８５３千円 

四日市こども科学セミナー事業費 ３，６６５千円 

四日市こども広報発行事業費            ３，１４９千円 
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２．家庭や地域社会と連携・協働し、誰一人取り残さない学びの保障 

「地域とともにある学校づくり」を推進するとともに、国籍、障害の有無、生まれ

育った環境などに関わらず、全ての子どもに学びを保障するため、専門スタッフによ

る体制の充実を図り、多様な子どもたちに対応した学びの環境を整える。また、コロ

ナ禍での経験を踏まえ、人格形成の基礎を育成する大切な時期に学びを止めることの

無いよう、持続可能な方法を模索して、誰一人取り残すことのない教育を大切にして

いく。 

地域とともにある学校づくりを推進するため、全小中学校において、保護者や地域

住民等が学校づくりに主体的に参画する「四日市版コミュニティスクール」を実施し、

教育活動及びその取り組みの充実を図る。  

多様な子どもたちに、誰一人取り残さない学びを保障するため、不登校対策につい

ては、登校サポートセンターを核とした支援体制の充実・強化を図る。通級生への相

談・指導の充実とともに、通級に至らない子どもたちに対するアウトリーチ（訪問支

援）の強化、不登校発生率の高い中学校に拡充設置した「校内ふれあい教室」の不登

校対応教員や全小中学校に設置する校内委員会との連携強化を図る。 

多文化共生教育においては、該当校へ適応指導員を配置し、日本語指導や学校生活

への適応指導、学力補充、教育相談、進路保障等の取り組みを行う。 

不登校や日本語指導が必要な子どもたちに、オンライン学習支援教材を活用し、個

別の学習状況に応じた効果的な指導を行う。 

特別支援教育においては、乳幼児期から中学校卒業まで一貫した指導及び支援の充

実を図るため、特別支援教育にかかる指導者の育成を行い、校内の特別支援教育体制

を充実させるとともに、サポートルームを増設して校内通級指導の取り組みを推進す

る。さらに、特別支援学級には介助員、通常の学級には特別支援教育支援員、医療的

ケアが必要な児童が在籍する学校には医療的ケアサポーター（看護師）を適正に配置

する。 

教育的に不利な環境下にある子どもたちに対し、基礎学力の定着及び学習意欲の向

上を図るために、地域・家庭・学校が一体となった支援体制を構築し、教員経験者や

大学生などの地域住民が中心となって学習支援を行う。また、教育上配慮を必要とす

る地域及び周辺地域においては、自他の人権を尊重する精神と差別をなくすための行

動力をもった子どもを育成するため、人権学習、仲間づくりや体験学習などの活動を

行うための事業を実施する。 

子育て家庭の経済的負担を軽減し、意欲ある学生が希望する進学先に進めるよう、

経済的理由から修学が困難な高校生、大学生等を対象とした奨学金を支給する。また、

返還免除型を併用することで、卒業後の定住促進にもつなげていく。 

 

【主な事業】 四日市版コミュニティスクール推進事業費     ８，０６５千円 

少人数学級拡充事業費        ２３１，８６０千円 

（うち非常勤講師配置分    １４５，７７７千円） 

  （うち小一・中一３０人学級分  ８６，０８３千円） 

不登校対策推進事業             ３０，８９５千円 
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多文化共生教育推進事業           ６６，７３７千円 

インクルーシブ教育推進事業        ２３１，９０９千円 

（うち介助員、支援員、医療的ケアサポーター分 ２２０，３５６千円） 

特別支援教育推進事業費             ２，２４２千円 

学校人権教育学習機会充実事業費         ２，３２２千円 

地域と学校の連携・協働体制構築事業費       １，３５０千円 

子ども人権文化創造事業費            ４，８９４千円 

自己実現支援事業費               ２，１７１千円 

四日市市奨学金支給事業             ３４，８４０千円 

 

３．アフターコロナを見据えた総合的な学校教育力の向上 

これからの予測困難な時代を生き、「夢と志を持ち、未来を創るよっかいちの子ど

も」を育てるため、四日市市ＧＩＧＡスクール構想のもと、「情報活用能力」を基盤と

して、生涯にわたって自ら学び続け、他者と協働して未知の課題を解決できる基本的

な資質・能力を育んでいく。 

特に、タブレット端末を利用した個別学習支援ソフトウェアを導入し、学校と家庭

において個に応じた学習を進め、基礎学力の定着を図るとともに、中学校においては、

ＩＣＴ支援員を派遣し、クラウド活用やプログラミング学習を中心に支援を行う。 

また、今後、デジタル教科書やオンライン教材、各種クラウドの活用等、インター

ネット上のサービスの利用増を見据え、よりスムーズに活用できるように各学校とイ

ンターネットを接続する回線の増強を行う。 

さらに、校務支援システムと連携した学校保護者統合型連絡システムを導入し、保

護者との双方向の情報伝達・共有のデジタル化により、保護者の利便性向上と教職員

の負担軽減を図る。 

これらの取り組みにより、令和の新時代を生きる子どもたちの未来を見据え、１人

１台タブレット端末と小中学校の高速大容量のインターネット環境を一体的に整備

し、ＩＣＴとこれまでの教育で培った教育をベストミックスさせることで、「個別最

適な学び」と「協働的な学び」の実践により、子どもたちに情報活用能力を育んでい

く。 

多様な専門スタッフ・外部人材の学校運営への参画を促進し、学校業務の連携・

分担を行い、業務の効率化を図りながら、学校マネジメントを行う。 

いじめ、不登校、発達障害、家庭環境、ヤングケアラーなど子どもをめぐる多様

な問題が発生する中、教職員と専門スタッフが連携することで、「チーム学校」とし

ての対応力向上を図る。このため、拠点巡回型のＳＳＷ（スクールソーシャルワー

カー）の配置を拡充するほか、臨床心理士であるＳＣ（スクールカウンセラー）の

市費配置校を拡充して全小中学校に配置し、さらに緊急支援が必要な場合にはＨＳ

（ハートサポーター）として派遣するなど、早期かつ継続的な支援を行う。 

特に「いじめ防止」については、適切な対応ができる体制を整えるため、アプリ

を活用したいじめ等の相談受付を開始することにより、相談しやすい環境づくりを

行うほか、ＳＬ（スクールロイヤー）の活用研究の取り組みを進める。 
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また、持続可能な部活動と学校の働き方改革の両立に向け、国が進める休日の部活

動の段階的な地域移行に対応し、部活動指導員を配置拡充するとともに、総合型地域

スポーツクラブとの連携を図る。 

さらに、学校が担うべき業務を明確化し、外部人材との分担を行うことで、教員が

子どもと向き合う時間を確保するため、全小中学校に配置した学校業務アシスタント

の効果的な活用を進めるとともに、令和４年度から小学校給食費を公会計化し、これ

まで学校で行ってきた給食費の徴収管理を市で行う。 

加えて、令和５年度の中学校給食の開始に伴う献立作成等業務の増を見据え、献立

作成から食材発注までの業務を一括して管理することができる学校給食献立管理シ

ステムを導入し、事務の効率化を図る。 

また、教職員の資質・能力向上のため、教職経験年数（ライフステージ）に応じた

研修講座、訪問支援を中心とした若手教員研修、教育アドバイザーの派遣により、特

に初任者や若手教員等の指導力向上を図る。 

 

【主な事業】 教育情報通信システム運営費           ６９９，３６６千円 

（うちＩＣＴ活用による学習環境整備事業       ４１８，６６６千円） 

学校業務サポート事業（教育支援課）         ６，０３９千円 

学校業務サポート事業（学校教育課）        ５２，８３５千円 

「チーム学校」推進事業              ４８，８７６千円 

部活動サポート事業                １１，１１１千円 

学校給食運営費                 ９０４，６２７千円 

中学校給食事業費                １９０，１００千円 

（うち学校給食献立管理システム導入等業務委託費  １３，６００千円） 

教職員研修費                    ２，３９９千円 

【再掲】大学及び企業等との連携による教師力向上事業費 １，８５３千円 

 

４．良好な学習環境の整備 

子どもたちのより良い学びを実現するため、良好な学習環境の整備を進める。 

中学校給食については、「四日市市中学校給食基本構想・基本計画」に基づき、令和

５年度からの開始に向け、学校給食センターと受入校の配膳室等の整備を完了させる。 

校舎の改築整備については、高花平小学校改築工事に着手する。また、良好な学習

環境の確保と施設の長寿命化を図るため、内部小学校（第２期）、常磐西小学校（第２

期）、笹川小学校中校舎、羽津小学校（第１期）の校舎、川島小学校、大矢知興譲小学

校（第１期）、常磐中学校（第１期）の校舎及び体育館の大規模改修工事を行う。また、

下野小学校、富洲原小学校、三重西小学校の大規模改修工事の設計、三滝中学校、富

洲原中学校の保全改修工事の設計を行う。 

空調設備については、平成２０年度以前に整備した保健室、職員室、校長室等の空

調設備の更新に加え、新たに給食室、少人数教室、相談室、コミュニティ室、校内ふ

れあい教室等へ整備するため、ＰＦＩ事業での事業者選定手続きを進めていたところ、

入札不調となったため、事業スケジュールの見直しを行い、令和６年度の供用に向け、
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引き続き手続きを進めていく。 

   

【主な事業】(仮称)四日市市学校給食センター整備運営事業 ３，０８１，１００千円 

高花平小学校改築整備事業費          ５３５，４００千円 

小中学校大規模改修事業費         １，６３７，１００千円 

学校給食室・保健室等空調設備整備事業         ２３１千円 

 

５．文化行政の一体化における文化財の保存・活用 

文化財を含めた文化とシティプロモーションの連携によって、文化財や地域の文化

遺産の魅力を市内外に発信することで、保存・継承・活用を進める。 

「四日市市文化財保存活用地域計画」については、未指定を含めた有形・無形の文

化財の保存と活用を行い、地域活性化や観光等につなげていくため、引き続き計画策

定を進める。 

国指定史跡の久留倍官衙遺跡である久留倍官衙遺跡公園、ユネスコ無形文化遺産で

ある国指定重要無形民俗文化財の鳥出神社の鯨船行事について、広く市内外へ情報

発信を行い、より一層の活用及び行事継承の支援を図る。 

市指定有形文化財（建造物）である旧四日市市役所四郷出張所（四郷村役場）につ

いて、指定文化財として保存継承するだけでなく、館内を全面的に活用して、役場と

しての建物の価値や近代産業等の特色を発信する資料館としてリニューアルし、よ

り市民に親しまれる文化財として保存整備を行うため、展示の詳細設計を行うとと

もに、耐震補強復原及び修理工事を完了させる。 

国指定天然記念物の御池沼沢植物群落については、保存活用計画策定にかかる資料

として現況調査を進めるとともに、市民ボランティアとの環境保全の取り組みを継

続する。 

 

【主な事業】 四日市市文化財保存活用地域計画策定事業    ３，１２５千円 

久留倍官衙遺跡公園管理運営費          １８，２５６千円 

       ユネスコ無形文化遺産継承支援活用事業      ２，８６４千円 

市指定文化財「旧四郷村役場」保存整備活用事業 １９６，７７５千円 

御池沼沢植物群落保存活用事業         ６，１００千円 

 

６．図書館、博物館の施策の充実 

図書館においては、市民、地域に役立つ図書館として、子どもから高齢者まで多様

な興味、関心を持つ人たちのニーズに対応できるよう、幅広く豊富な蔵書や資料の充

実を図るとともに、オンラインで利用できるデジタル化資料閲覧サービスを導入し、

利用者の学習活動を支援する。また、１階女子トイレの洋式化、老朽化した空調機器

の修繕及び屋上防水改修工事に向けた設計を行い、利用環境の維持、改善に努める。 

博物館においては、子どものころから本市の魅力を体感し楽しむことで、まちへの

誇りや愛着を育てるため、プラネタリウムを含む博物館全体において、魅力的な企画

の提供に取り組む。また、展示室や収蔵庫にある貴重な資料を守るための温湿度管理
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や来館者の快適な観覧環境を維持するため、約５か月間休館し、空調設備の更新工事

などを実施する。 

 

【主な事業】 図書資料整備費                 ３２，１９４千円 

人権啓発拠点推進事業費    ８６１千円 

図書館運営費                  ２４，３２４千円 

       図書館維持管理費   ６１，１９４千円 

博物館特別展等開催費              １７，８５５千円 

プラネタリウム投映事業費            ２７，５８１千円 

公共施設アセットマネジメント事業費（博物館） ６２５，１００千円 

 

（決算議会等の指摘に対する主な見直し事業） 

・「チーム学校」（ＳＳＷ、ＳＣ）について 

  いじめ、不登校、発達障害、貧困、ヤングケアラー等、子どもや家庭の抱える課題

が多様化・複雑化する中、家庭、学校、地域の関係機関をつなぎ、児童生徒の抱える

問題の解決に向けて支援する専門家として配置しているＳＳＷについて、よりスムー

ズに家庭支援を行うため、拠点巡回型を拡充する（２中学校区）。また、ＳＣは、市費

配置校を拡充し（２小学校）、年間を通して継続的な心のケアを行っていく。 
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四日市市奨学金支給事業 

 

１．目的 

 子育て家庭の経済的負担を軽減し、意欲ある学生が希望する進学先に進めるよう、経済

的理由から修学が困難な高校生、大学生等を対象とした奨学金を支給する。また、返還免

除型を併用することで、卒業後の定住促進にもつなげていく。 

 

２．内容 

 令和４年度奨学生（経過措置対象者（※）４７名を含む）への月額奨学金の支給を行

う。また、令和５年度奨学生の募集及び入学支度金の支給を行う。 

    ・月額奨学金                ３２，４７２千円 

・入学支度金               ２，２５０千円 

・制度の周知・広報に係る経費      １１８千円 

 

高校生等 大学生等

40,000円 50,000円入学支度金（給付）

令和５年度奨学生
（新規入学生）

５０名分

月
額
奨
学
金

（１／２給付）

（１／２貸与）
※返還時に市内在住なら

返還免除

月額
12,000円

月額
24,000円

対象

令和４年度奨学生

定期募集枠５０名分
＋

コロナ対応枠５０名分

奨学金の構成

 

 

※経過措置対象者・・・四日市市奨学会（令和３年度まで奨学金を貸与していた任意団

体）による奨学金の貸与を現に受けている者であって、令和４年度以降も引き続き奨学

金の支給を受けることができる決定を受けたもの 

 

３．予算額 ３４，８４０千円   （財源内訳）一般財源 ３４，８４０千円 

（前年度  ２，４００千円） 

 

 
担当 教育委員会 教育総務課 

疋田 

℡ ３５４－８２３６ 
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高花平小学校改築整備事業費 

 

１．目的 

高花平小学校の校舎の一部については、屋内廊下が無く、児童はベランダを廊下として

使用しているため、教室間の段差や便所の配置等、改築を行わなければ解消できない様々

な課題がある。これらの課題を解消するために、改築整備を行うとともに、学習環境の充

実・改善を図る。 

 

２．内容 

  （１）校舎改築工事                      ３３１，９００千円 

校舎改築：鉄筋コンクリート造４階建 

普通教室（９教室）、特別教室、職員室・校長室等管理諸室、 

昇降口、エレベーター、給食受入れスペース等 

渡り廊下改築（鉄骨造）、屋内運動場改修、既設校舎解体 

  （２）仮設校舎リース                     １９１，０００千円 

  （３）工事監理業務                        ８，８００千円 

  （４）運動場整備に伴う設計及び地質調査業務            ３，７００千円 

 

３．予算額 

      ５３５，４００千円    （財源内訳）国庫支出金(1/2)  ２８，３２９千円 

（前年度  ７０，８００千円）         市  債      ２４，６００千円 

一般財源     ４８２，４７１千円 

 

４．債務負担行為 

   高花平小学校改築工事監理業務委託費 

    限度額  ２４，６００千円    （総事業費） ３３，４００千円 

    期間   令和４年度から令和５年度まで 
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○事業予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 11

令和６年度

4 5 6 7 85 6

運動場整備

939128 9

改築工事
監理業務

令和４年度

64 2

令和３年度

11 12 1 2 39 10

令和５年度

7 3 12

仮設校舎

5

改築工事

111 2 8 10 11 1710 4

入札

（総合評価）

設計・諸手続き

建設

仮設校舎リース

既設校舎解体

入札

校舎改築（１６ヶ月）

契約手続き

屋内運動場改修

解体

運動場整備

設計及び地質調査

監理業務

 

校 舎 棟 

屋内 

運動場 

仮設校舎 

運動場用地 

担当 教育委員会 教育施設課 

   粂 内 

   ℡ ３５４－８２４５ 
 

渡り廊下 
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１．目的 

成長期にある中学生によりふさわしい給食を提供するとともに、給食を通じて食育や

地産地消を推進するため、全員喫食を前提とした食缶方式による中学校給食を導入する。 

 

２．内容 

四日市市中学校給食基本構想・基本計画に基づき、学校給食センターの整備・運営を

ＰＦＩ事業により行う。令和５年４月の供用開始に向けて整備を進め、整備完了後、令

和１９年度までの１５年間の運営業務を行う。 

令和４年度は、昨年度に引き続きＰＦＩ事業者が学校給食センターの整備を行うため、

業務が適切かつ確実に行われているかモニタリングを行うとともに、令和５年４月から

事業を円滑に開始するための開業準備業務を行う。また、引き続き受入校の配膳室等の

整備を行う。 

 

（１）学校給食センター整備                ３，０１７，１００千円 

・学校給食センター整備事業費            ３，００６，０４０千円 

    学校給食センター施設整備業務及び開業準備業務にかかる対価 

・モニタリング支援等業務委託                ５，３８６千円 

市のモニタリングにおける専門的視点からの技術的支援業務 

  ・学校給食センター開業準備経費等              ５，６７４千円 

    調理リハーサルにかかる食材や学校給食センターの備品、消耗品等の購入費 

 

（２）受入校整備 

・配膳室整備工事ほか（港中、橋北中）             ６４，０００千円 

 

３．予算額 

３，０８１，１００千円 （財源内訳）国庫支出金(1/2)  ５３１，６３２千円 

（前年度 ９２，３２７千円）      市  債    １，７８９，７００千円 

一般財源      ７５９，７６８千円 

 

 

 

（仮称）四日市市学校給食センター整備運営事業 

＜参考＞ 債務負担行為（令和２年度当初設定） 

（仮称）四日市市学校給食センター整備運営事業費 

限度額 ： １４，５００，０００千円 

期 間 ： 令和２年度から令和１９年度まで 
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○事業スケジュール 

R5

 

 

 

R2 R3 R4

給食センター整備

受入校整備

設計・建設

令和5年4月

供用開始

工事（6校）

設計（7校） 工事（7校）

設計（8校） 工事（9校）

事業者の選定

開業

準備

 

※令和４年度工事を予定している９校のうち、三重平中学校、富洲原中学校、保々中学校、西笹川中学校、

西陵中学校、塩浜中学校、朝明中学校の配膳室等整備工事については、国の補助金の交付決定があったた

め、令和３年度２月補正予算に計上し、令和４年度に繰り越して実施する予定である。 

 

○給食センター施設イメージ 

 

 

 

 

 

 

担当 教育委員会 学校教育課 

郡、岡田 

℡ ３３７－８６０６ 
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１．目的 

学習指導要領の着実な実施や Society5.0 の到来などの教育を取り巻く新たな課題に

対し、本市独自の「新教育プログラム」において、６つのテーマ（柱）ごとに就学前か

ら中学校卒業時までに育成すべき資質・能力を掲げ、その実現に向けた取組を進めるこ

とで、「夢と志を持ち、未来を創るよっかいちの子ども」の育成を目指す。 
 

２．内容 

（１）読解力向上プログラム                  ５０，１５１千円 

・読解力を育む「２０の観点」の活用 

・論理言語力検定の実施 

・図書館司書の派遣による読書活動の推進 

・スピーチコンテスト「THE BENRON」の実施 

  

（２）論理的思考力向上プログラム        ７，１８０千円 

  ・論理的思考力・表現力向上の取り組み 

・学習支援教材「学んで E-net!」の活用（中学校） 

 

（３）英語コミュニケーション能力向上プログラム        １３６，７７９千円 

  ・英語指導員の活用 

英語指導員派遣業務委託（小学校） 

ＹＥＦ報酬等経費（中学校） 

・小学校英語専科教員の全校配置 

・中学校全学年での「英検ＩＢＡ」の実施 

・小中学校を連携した英語学習の実施 

 

（４）体力・運動能力向上プログラム       １，９４４千円 

  ・小学校授業指導員の活用 

・生命及び性に関する出前講座 

・体力向上のための取り組み 

 

 （５）キャリア形成プログラム       １，６１４千円 

・キャリア・パスポートの活用 

  ・体験活動の充実 

ゲストティチャーを招き、今日的教育課題をテーマにした出前授業（プレ社会人

セミナー）を実施 

職場体験学習 

 

 （６）地域への愛着プログラム        ７，００４千円 

・四日市公害と環境未来館見学支援（小５） 

新教育プログラム推進事業 
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  ・ＳＤＧｓのためのＥＳＤ教育の推進 

  ・小学校社会科副読本「のびゆく四日市」の編集 

   【拡充】市独自の社会科副読本「のびゆく四日市」のデジタル化 

 

 

３．予算額 ２０４，６７２千円  （財源内訳）その他特財   ９，４７０千円 

（前年度 ２２３，２１４千円）       （職員宿舎等使用料） 

一般財源  １９５，２０２千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 教育委員会 指導課 

田中 

℡ ３５４－８２５６ 
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１．目的 

国が進める休日の部活動の段階的な地域移行に対応し、部活動指導員・部活動協力員

の配置や、総合型地域スポーツクラブとの連携を図ることで、持続可能な部活動と教員

の負担軽減を実現する。 
 

２．内容 

（１）【拡充】部活動指導員（６校→２１校）             ７，７１８千円 

  休日の部活動指導を中心に、部活動の技術指導や大会への引率等を行う部活動指

導員を配置し、教員の働き方改革を推進する。 

 

（２）部活動協力員（教員数が少ない小規模校を中心に配置）     １，０５５千円 

部活動の顧問が他の業務等により現場を離れている間に、部活動を行う生徒の 

安全を見守る。 

 

（３）【拡充】総合型地域スポーツクラブとの連携（４部活→６部活） ２，２００千円 

   １中学校において、学校部活動に総合型地域スポーツクラブから指導員を派遣す

る。 

 

（４）四日市市部活動在り方検討会における調査研究            ５０千円 

   部活動在り方検討会において、部活動の段階的な地域移行を実現させるための具

体的な方策について調査研究を行う。 

 

（５）先進地視察旅費                          ８８千円 

   部活動の地域移行を実現している先進地の視察を行う。 

 

３．予算額  １１，１１１千円  （財源内訳）県支出金(2/3) ３，３６０千円 

（前年度  ５，５００千円）       一般財源    ７，７５１千円 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

部活動サポート事業 

担当 教育委員会 指導課 

水谷 

℡ ３５４－８２５６ 
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１．目的 

いじめ、不登校、発達障害、家庭環境、ヤングケアラーなど子どもをめぐる多様な問題

が発生する中、教職員と専門スタッフが連携し、「チーム学校」として課題解決に向けた

取り組みの充実を図り、早期かつ継続的な対応を行う。 

 

２．内容 

（１）ＳＳＷ（スクールソーシャルワーカー）配置            ９，７４４千円 

  ・【拡充】拠点巡回型のＳＳＷを配置する。（５中学校区→７中学校区） 

  ・それ以外の中学校区に派遣型を配置する。 

 

（２）ＳＣ（スクールカウンセラー）、ＨＳ（ハートサポーター）配置  ３１，０００千円 

・【拡充】小学校に市費ＳＣを学校規模に応じて配置する。（26 校→28 校） 

・緊急支援が必要な場合に、ＨＳとして登録した臨床心理士を、対象校や家庭等へ派遣し、

対応チームを組織して支援を行う。 

 

（３）ＳＬ（スクールロイヤー）の活用研究                 ５１０千円 

  ・弁護士によるいじめ防止授業、いじめに係る法相談や研修会を充実させ、いじめ防止に

つなげる。 

・ＳＬを導入している先進地域の視察により、具体的な相談状況や運用方法を把握する。 

 

（４）【拡充】いじめ相談アプリの導入                 ３，４４１千円 

・ＳＮＳを活用したいじめ等の相談受付を実施することにより、子どもたちが相談しやす

い環境づくりを進める。 

 

（５）その他                             ４，１８１千円 

・いじめ防止啓発のぼり旗の作成、いじめ防止対策調査委員会報償、Ｑ－Ｕ調査、いじめ

対応等先進地視察調査研究、生徒指導緊急支援等 

 

 

 

３．予算額  ４８，８７６千円   （財源内訳）一般財源  ４８，８７６千円 

（前年度 ４２，１１６千円） 

 

担当 教育委員会 指導課 

早川 

℡ ３５４－８２５６ 

「チーム学校」推進事業 
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１．目的 

登校サポートセンターを核とし、校内ふれあい教室設置校に配置する不登校対応

教員、全小中学校に設置する不登校対策委員会と連携した取組を進めることで、不

登校支援体制の充実・強化を図る。 

 

２．内容 

（１）登校サポートセンターにおける支援                １５，５６５千円 

 ・ 登校サポートセンター通級生への指導・相談を行う。 

・ 登校サポートセンターへの継続的な通級や学校への登校につながらない不  

登校児童生徒への訪問支援（アウトリーチ）を行う。 

 

（２）【拡充】不登校対応教員の配置（中学校６校→９校）   １４，８８８千円 

不登校生徒数が多い中学校へ不登校対応教員を配置し、別室登校専用の「校内

ふれあい教室」で支援を行うことで、不登校生徒の学習機会と居場所を確保する。 

 

（３）不登校児童生徒支援ボランティアの活用           ４４２千円 

   不登校児童生徒の心の安定を図り、自立に向けての支援を行うために、家庭へ

の派遣、登校サポートセンターでの学習・活動支援及び学校への登校支援に学生

ボランティアを活用する。 

 

【不登校支援体制のイメージ】               

 

 

３．予算額  ３０，８９５千円   （財源内訳）その他特財    ２，６８１千円 

（前年度  ２５，７３５千円） （登校サポートセンター運営費負担金（三重郡３町）等）  

一般財源  ２８，２１４千円 

 

不登校対策推進事業 

担当 教育委員会 教育支援課 

登校サポートセンター 福井 

   ℡ ３４５－３３５０ 
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１．目的 

障害等があっても、合理的配慮のもとで共に学ぶというインクルーシブ教育の

推進に向け、サポートルームの充実、介助員・支援員の適正配置、医療的ケアの

推進、特別支援教育コーディネーターの活動充実を図る。 

 

２．内容 

（１）【拡充】サポートルームの充実              ６，６２３千円 

通常の学級に在籍しつつ、個別の指導や支援を必要とする児童に対し、該当小

学校に設置するサポートルームにおいて、特性に応じた指導・支援を実施する。 

〇小学校２８校にサポートルームにかかる非常勤講師を配置 

〇新規設置小学校４校に教材教具を配置し、実地研修を実施 

（２）介助員・支援員の適正配置              １９３，８８３千円 

特別支援学級に介助員を、通常の学級に特別支援教育支援員を、学校の状況に

応じて適正に配置する。 

〇介助員１２５人、特別支援教育支援員３３人 

（３）医療的ケアの推進                   ２６，４７３千円 

医療的ケアが必要な児童が在籍するすべての学校において医療的ケアサポー

ター（看護師）による医療的ケアを実施するとともに、医療的ケアサポーターへ

の専門的な支援による、医療的ケアの安全な実施体制を推進する。 

〇小学校１１校に医療的ケアサポーターを配置 

〇医療的ケア指導看護師１人を配置 

〇医療的ケア指導医１人を委嘱 

（４）【拡充】特別支援教育コーディネーターの活動充実     ４，９３０千円 

インクルーシブ教育の推進に向け、校内で中心となる特別支援教育コーディネ

ーターの活動を支援する。 

〇小学校２４校（３校増）に特別支援教育コーディネーターにかかる非常勤講

師を配置 

 

３．予算額 

２３１，９０９千円 （財源内訳）国庫支出金(1/3)   ７，０５０千円 

（前年度 ２１０，１０５千円）      一般財源     ２２４，８５９千円 

 

インクルーシブ教育推進事業 

担当 教育委員会 教育支援課 

須 川 

   ℡ ３５４－８２８５ 
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担当  教育委員会 教育支援課 

    中 塩、広 平 

℡ ３５４－８１４９ 

１．目的 

児童生徒１人１台のタブレット端末や大型提示装置等のＩＣＴを効果的に活用し、

子どもたち一人一人の資質や能力を最大限に引き出すことで、四日市市ＧＩＧＡスク

ール構想を推進する。 

 

２．内容 

（１）【拡充】個別学習支援ソフトウェアの導入          ３８，０１０千円 

   児童生徒１人１台タブレット端末で活用できるデジタル学習教材を導入し、学校

と家庭で活用することにより、学習の個別最適化を図る。 

 

（２）ＩＣＴを活用した学習環境整備              ３３７，１２８千円 

   児童生徒１人１台タブレット端末や教室に設置する大型提示装置等のＩＣＴ機器

のリースを行う。 

 

（３）ＩＣＴ活用実践推進校の設置                   ８０６千円 

   ＩＣＴを活用した授業づくりを行う活用実践推進校を指定し、授業研究・授業改

善を支援する。また、研究の成果を全小中学校で共有し、ＩＣＴ活用の普及・推進

を図る。 

 

（４）ＩＣＴ支援員の派遣                   １７，５００千円 

   クラウド等を活用し、学校と家庭とのシームレス（連続的）でより高度な学びの

スタイルを構築する支援を行うため、中学校にＩＣＴ支援員を派遣する。 

 

（５）フィルタリングサービスの使用               ４，６２０千円 

   タブレット端末を家庭学習で使用するため、有害情報サイトへのアクセス防止な

どを行うフィルタリングサービスを使用する。 

 

（６）【拡充】インターネット接続環境の増強           ２０，６０２千円 

   タブレット端末の日常的な活用や学習者用デジタル教科書の活用、個別学習支援

ソフトや各種調査のＣＢＴ化（※）に伴うネットワーク負荷の増大に備え、各学校

とインターネットを接続するネットワークを増強する。 

※ ＣＢＴ（Computer Based Testing）…紙と鉛筆を用いて試験を行うのではなく、コ

ンピュータ上で試験を行う方法 

 

３．予算額  ４１８，６６６千円  （財源内訳）一般財源 ４１８，６６６千円 

 （前年度  ３９０，８５０千円） 

 

４．債務負担行為 

・小中学校光１０Ｇネットワーク機器リース  

  限度額  ２１，５７５千円 

  期 間  令和４年度から令和９年度まで 

・小中学校光１０Ｇネットワーク機器保守業務委託費 

  限度額  １８，５３３千円 

  期 間  令和４年度から令和９年度まで 

ＩＣＴ活用による学習環境整備事業 
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文書 

１．目的 

多忙な教職員の現状を働き方改革の視点から改善するため、学校業務の負担軽減に

向けた取組を推進する。 

 

２．内容 

（１）【拡充】学校保護者統合型連絡システムの導入         ５，４５２千円 

・アプリを使用した、学校と保護者の双方向連絡システムを導入し、学校と保護者   

の連絡手段をデジタル化することで、保護者の利便性向上と教職員の負担軽減を

図る。 

（例：学校だよりの配信、欠席連絡等） 

・既有の校務支援システムと連携させることで校務の効率化を図る。 

 （例：欠席連絡データの出席簿への反映等） 

 

（２）【拡充】学校保護者統合型連絡システム・校務支援システム連携サーバの設置 

５８７千円 

行政ネットワーク内にある校務支援システムと、インターネット上にある学校保

護者統合型連絡システムの間で、セキュリティを確保した上で情報の受け渡しを行

うためのゲートウェイサーバを設置する。 

 

（３）業務アシスタントの配置                 ４１，６６０千円 

必ずしも教員が担わなくてもよい業務を担当する業務アシスタントを全小中学校 

に配置する。 

 

（４）高性能コピー機の活用                  １１，１７５千円 

令和元年度から令和３年度にかけて全小中学校に導入した高性能コピー機を活用

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３．予算額  ５８，８７４千円  （財源内訳） 一般財源 ５８，８７４千円 

  （前年度 ５６，１８９千円） 

 

学校業務サポート事業 

学校 家庭 

（統合型連絡アプリ） 教育委員会 

通信・チラシ 

緊急連絡 
お知らせ 

地域協力者 

アンケート 

調査 

アンケート回答 欠席連絡 

連絡 

担当 教育委員会 

(1)(2) 教育支援課 松坂・中塩 

℡ ３５４－８２８３ 

(3)(4) 学校教育課 高橋・羽場 

℡ ３５４－８２５１ 
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１．目的 

  大正１０年（1921）に建築された市指定有形文化財「旧四日市市役所四郷出張所

（四郷村役場）」について、貴重な文化財として保存し、活用していくため、引き

続き耐震補強及び修理工事を行う。 

 館内を全面的に活用して、役場としての建物の価値や近代産業等の特色を発信す

る資料館としてリニューアルし、より市民に親しまれる文化財として保存整備を行

う。 

 

２．内容 

（１）旧四郷村役場耐震補強及び修理工事等      １９５，６８５千円 

    耐震補強や修理工事を行う。また、工事の状況を発信する整備工事通信を発

行する。 

   ・工事請負費      １８８，２７７千円 

   ・施工監理費             ６，０５６千円 

   ・展示資料等仮置場に係る建物賃貸借       １，２６８千円 

   ・専門家指導報償費、旅費、印刷費等         ８４千円 

 

（２）展示資料の指導及び計画設計等        １，０９０千円 

工事後の展示・活用について、建造物としての展示も含めて効果的な活用が

できる設計となるよう、展示の詳細な設計を立てる。また、そのための先進地

視察を行う。 

   ・展示詳細設計委託費       １，０００千円 

   ・先進地視察旅費          ９０千円 

 

３．予算額 １９６，７７５千円  （財源内訳）市  債 １２７，０００千円 

（前年度 １４７，３３３千円）       一般財源  ６９，７７５千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

市指定文化財「旧四郷村役場」保存整備活用事業 
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○事業スケジュール 

 R3 R4 R5 

 

 

耐震補強・ 

修理工事 

         

令和5年夏以降 

リニューアル

オープン予定 

         

         

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事中の旧四郷村役場 

 

 

担当 教育委員会 社会教育・文化財課 

石田 

℡ ３５４－８２４０ 

入札・承認 

工事 

展示基本設計 展示詳細設計 
展示 

造作 
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消 防 本 部 
 

新年度予算における基本的な方針 

 災害から市民の生命、身体及び財産を守るため、総合計画の基本的政策に掲げる「市

民を守る消防救急体制の確立」に向けた取り組みを進める。 

このことから、消防活動拠点の機能強化を図るため、南消防署庁舎の改築工事の最終

年度として整備を行うとともに、北消防署北西出張所の独立した庁舎の整備や１３ｍブ

ーム付多目的消防ポンプ自動車を含む消防車両の更新等に取り組む。 

また、老朽化した北消防署併設の防災教育センターの設備の刷新を図り、多様な災害

に対応した体験型施設を備えた防災教育センターの整備を図る。 

さらに、救命率の向上を目指して、次世代高速通信（5G）や IoT などの先端技術の活

用に向けた救急業務の実証試験に取り組むとともに、新型コロナウイルス感染症対策と

して、引き続き救急業務における感染防止や、消防職員の健康管理など職場内での感染

防止の徹底を図る。 

加えて、地域防災の中核となる消防団の充実強化を目指し、消防団車庫の改築や、消

防団員の防火外套の更新を行う。 

 

 

１．消防活動拠点の整備及び消防力の強化について 

本市の南部臨海地域における消防活動拠点の機能強化を図るため、令和元年度から

４ヶ年事業として進めている南消防署の整備について、令和４年度末の完成を目指し、

改築工事を進める。 

また、本市の西部地域に設置している北西出張所の機能強化を図るため、保々地区

市民センター併設の北西出張所について、旧保々ふれあい会館跡地への独立庁舎整備

に向けた実施設計を行う。 

さらに、消防車両更新計画に基づき、老朽化したコンビナート災害対応の大型高所

放水車や消防ポンプ自動車等を更新するとともに、中消防署中央分署の水槽付き消防

ポンプ自動車を１３ｍブーム付多目的消防ポンプ自動車に更新し、中層火災に対する

消防活動の充実強化を図る。 

【主な事業】南消防署整備事業費 ６７５，４１９千円 

      消防出張所整備事業費 １５，９６７千円 

消防車両整備事業 ３９３，３２０千円 

 

２．防火・防災教育の充実について 

北消防署併設の防災教育センターについては、新型コロナウイルス感染症収束後の

施設のあり方を検討した中で、リモートによる情報発信やⅤR 等の最新技術を活用す

るなど、市民が災害を身近に感じることができ、実践的な対応を学ぶことができる機

材の導入や施設の改修に向けた実施設計を進める。 

190



また、災害に強い人づくりを目指して、引き続き、管内の小中学生を対象とした防

火防災教室を実施する。 

【主な事業】 防災教育センターリニューアル事業費 １５，１００千円 

 

３．救急業務の高度化について 

迅速な救急搬送と医療機関の受け入れ体制の確保を行うため、救急隊が傷病者の生

体情報（脈拍、血圧、心電図等）や怪我の状態などを映像により救命救急センターへ

リアルタイムに伝送を行うシステムの整備に向けた実証試験を行う。 

また、引き続き新型コロナウイルス感染症対策として、救急隊が使用する感染防止

資器材を確保するほか、保健所等との連携強化を図る。 

さらに、救急現場での対応力向上のため、救急ワークステーションでの研修の継続

や医療機関との連携強化を推進するとともに、計画的な救急救命士の養成を行い、救

急車に複数の救急救命士が乗車できる体制の確保に取り組む。 

【主な事業】 救急業務高度化事業費 １，７００千円 

 救急ワークステーション事業 ４５９千円 

 救急救命士養成事業 ７，７７０千円 

 

４．消防団の充実強化について 

  消防団の防火外套について、令和４年度から６年度までの３年間に分けて更新する

計画としており、令和４年度については２０７着を更新する。 

また、地域における消防力・防災力の向上に大きな役割を果たしている消防団につ

いて、老朽化した消防分団車庫の改築を進めるなど、消防団員が活動しやすい環境づ

くりを推進するとともに、消防団員の確保に向け、準中型自動車免許取得を促進する

とともに、消防団活動の PRや機能別団員の充実強化に取り組む。 

【主な事業】 消防団員防火外套更新事業 １８，３３０千円 

消防分団車庫整備事業費 ８０，８６３千円 

消防団運営交付金 ６，４３４千円 

 

５．火災予防対策の推進について 

  コンビナート事業所や防火対象物への立入検査や消防訓練等の防火安全指導を行

うとともに、消防法令に係る違反対象物の是正を推進する。 

また、建物火災による被害を軽減するために、引き続き、住宅防火対策に努めると

ともに、市民の防火意識の高揚を図るため、火災予防の啓発活動を実施する。 

【主な事業】 火災予防関係事業活動費 １，２０６千円 

 

６．消防指令センターの共同運用について 

四日市市、桑名市及び三重郡菰野町の３消防本部で共同運用している三重北消防指

令センターの円滑な運用と適切なシステムの維持管理を図る。 

【主な事業】 消防指令センター共同運用事業費 ５２，４３８千円 
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１．目的 

老朽化した南消防署庁舎の改築を行い、消防活動拠点の機能強化を図る。 

 

２．内容 

令和４年度末の完成に向け、令和３年度に引き続き庁舎改築工事等を行う。 

（１）施設の概要 

・建物構造： 鉄筋コンクリート造３階建て 
・建築面積： 約９５０㎡ ・延べ床面積：約１，８００㎡ 

・建物用途： １階 消防車庫、事務室、食堂 

２階 仮眠室、浴室、訓練室 

３階 事務室、大会議室、訓練室 

  ・主な施設、設備：自家発電設備、太陽光発電設備、自家給油施設 

泡消火薬剤地下タンク、耐震性貯水槽 

津波避難ビルとして使用可能 

（２）事業費（内訳） 

 ・工事費             ６２１，０００千円 

 ・工事監理業務委託費          １６，３１６千円 

 ・備品購入費、指令装置移設費等  ３８，１０３千円 

（３）整備スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．予算額 ６７５，４１９千円   （財源内訳） 市  債 ４１５，４００千円 

 （前年度 ３４８，３０８千円）         一般財源 ２６０，０１９千円 

 

南消防署整備事業費 

 

担当 消防本部 総務課 

   松田 

   TEL ３５６－２００３ 

（南消防署改築整備後のイメージ図） 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

令和４年度

新庁舎建築工事
旧庁舎解体工事

（駐車場、外構等整備）
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１．目的 

  火災・救急・救助等に迅速かつ的確に対応するため、消防車両更新計画に基づき、

車両の更新及び機能強化を行う。 

 

２．内容 

（１）車両更新事業 

○大型高所放水車（はしご機能付き）【南消防署】 

平成１６年度に配備したコンビナート災害対応の大型高所放水車 

（はしご機能付き）を更新 

 

○１３ｍブーム付多目的消防ポンプ自動車【中央分署】 

平成２０年度に配備した水槽付き消防ポンプ自動車を１３ｍ 

ブーム付多目的消防ポンプ自動車に更新 

 

○消防ポンプ自動車【中央分署】 

平成２０年度に配備した消防ポンプ自動車を更新 

 

○高規格救急自動車【南消防署、中央分署】 

平成２７年度に配備した高規格救急自動車を更新 

 

○指揮車【南消防署】、広報車【総務課、朝日川越分署】 

軽トラック【朝日川越分署】 

平成１８年度に配備した各車両を更新 

 

 

（２）車両整備事業 

○はしご付消防自動車のオーバーホール【中消防署】 

はしご付消防自動車の分解、点検、部品交換等の整備 

 

（３）消防活動用機器整備事業 

〇高規格救急自動車用ＡＥＤの整備 

高規格救急自動車用ＡＥＤ３台を更新 

 

３．予算額 ３９３，３２０千円（財源内訳）県支出金（10／10）１１１，５１４千円 

（前年度 ２３５，４８０千円）     その他特財      ６，８６１千円 
（朝日、川越二町消防事務受託費） 

                    一般財源       ２７４，９４５千円 

担当 消防本部 総務課 

   松田 

TEL ３５６－２００３ 

消防車両整備事業 

 

大型高所放水車 

消防ポンプ自動車 

高規格救急自動車 

13m ﾌﾞｰﾑ付多目的消防ﾎﾟﾝﾌﾟ自動車 
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１． 目的 

本市西部地域に設置している北消防署北西出張所（保々地区市民センター併設）及び

南消防署西南出張所（小山田地区市民センター併設）について、独立した消防出張所庁

舎の整備を行い、消防活動拠点としての機能強化を図る。 

 

２． 内容 

北消防署北西出張所について、旧保々ふれあい会館跡地に、消防出張所庁舎（保々分

団車庫含む）を整備するため実施設計を行う。 

※南消防署西南出張所については令和５年度以降に用地測量等の事業を実施予定 

 

（１）北消防署北西出張所整備（案） 

建物構造：鉄骨造 

敷地面積：約２，０００㎡ 

延べ面積：約３８０㎡ 

    （北西出張所 約３００㎡） 

    （保々分団車庫 約８０㎡） 

北西出張所用途：消防車庫、事務所、食堂 

仮眠室、浴室等 

保々分団車庫用途：消防車庫、詰所 

   

  

 

 

 

 

 

 

（２）今後のスケジュール 

年 度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

北西出張所 

（保々分団車庫含む） 
実施設計 建築工事 

分団車庫 

解体工事 
 

西南出張所  
用地測量 

用地取得 

造成工事 

実施設計 
建築工事 

 

３．予算額 １５，９６７千円     （財源内訳） 一般財源 １５，９６７千円 

 （前年度  １，５００千円） 

 

消防出張所整備事業費 

 

担当 消防本部 総務課 

   松田 

   TEL ３５６－２００３ 

（現在の施設配置図と新庁舎計画図） 

県 

道 

新庁舎 

旧保々ふれあい会館 

保々地区市民センター 

現在の北西出張所 

事務所・仮眠室等 

現在の救急車庫 

現在の保々分団車庫 

現在の消防車庫 
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１．目的 

  令和３年度に四日市市防災教育センターリニューアル検討委員会で策定した基本構

想に基づき、防災教育センター改修に向けて実施設計を行う。 

 

２．内容 

  基本構想では、プロジェクションマッピング、ＶＲ（Virtual Reality 仮想現実）

等の最新技術を駆使し、市民が災害をよりリアルに感じることができ、実践的な対応を

学ぶことができる機材の導入や施設の改修、地震体験車の導入等の内容がまとめられた。 

  これに基づき、令和４年度は防災教育センターのリニューアルに向けた実施設計を行

う。 

 

≪基本構想の概要≫ 

◆施設のコンセプト 

 リアルな災害体験から学ぶ、防災の気づきを行動につなぐために 

  ～日常から防災を。今日の一歩が明日を守る～ 

 

 ◆主な内容  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後のスケジュール 

 

３．予算額  １５，１００千円    （財源内訳） 一般財源 １５，１００千円 

 （前年度   １，８００千円） 

令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実施設計 施設改修、機材導入等 リニューアルオープン 

防災教育センターリニューアル事業費 

 

担当 消防本部 消防救急課 

   畑 

   TEL ３５６－２００５ 

プロジェクションマッピング ＡＲ消火体験 

ＡＲ煙体験  地震体験車・ＶＲ 
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１．目的 

  迅速な救急搬送と医療機関の受け入れ体制の確保を図るための整備を行う。 

 

２．内容 

救急映像等伝送システム 

救急隊が傷病者の生体情報（脈拍、血圧、心電図等）や怪我の状態など映像によ

り救命救急センターへリアルタイムに伝送を行うシステムの実証試験を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後のスケジュール 

令和４年度 令和５年度 令和６年度以降 

実証試験 検証 事業化 

 

３．予算額 １，７００千円     （財源内訳） 一般財源  １，７００千円 

 （前年度 １，０００千円） 

 

 

救急業務高度化事業費 

 

担当 消防本部 消防救急課 

   堀 

   TEL ３５６－２００６ 

救急車内・救急現場 

・救急隊が傷病者を観察（意識・呼吸・脈拍・血圧・心電図・SPO2、怪我の状態など）

し、その情報を救命救急センターへ伝送する。 

救命救急センター 

・医師が傷病者の生体情報及び怪我の状態をモニターで確認 

・処置に対する指示・助言を行い、受け入れ体制を整える 
 

心電図         怪我の状態 

心電図         怪我の状態 
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１．目的 

  地域の消防防災活動拠点である消防分団車庫のうち、老朽化の著しい車庫について

整備を行う。 

 

２．内容 

（１）改築工事【楠分団車庫、桜分団車庫】 

昭和６０年度に建築した楠分団車庫、桜分団車庫は築後３６年が経過し、老朽化

が進んでいることから改築工事を行う。 

   

〇楠分団車庫、桜分団車庫の改築後の建物概要 

   ・建物構造 鉄骨造２階建て 

   ・延べ面積 約８２㎡ 

   ・建物用途 １階 消防車庫 

         ２階 詰所 

※楠分団車庫 楠地区市民センター南側の駐車場内に移設 

（旧くす北保育園跡地） 

    ※桜分団車庫 桜地区市民センター敷地内の同場所で改築 

 

（２）設計業務委託【県分団車庫・保々分団車庫】 

 老朽化が進んでいる県分団車庫及び保々分団車庫について、改築に向けた設計を 

行う。 

 ※保々分団車庫は北消防署北西出張所と一体整備 

 

３．予算額   ８０，８６３千円  （財源内訳） 一般財源 ８０，８６３千円 

（前年度  １０１，９８５千円） 

消防分団車庫整備事業費 

 

担当 消防本部 総務課 

   松田 

   TEL ３５６－２００３ 

改築後のイメージ 
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上 下 水 道 局 
 

新年度予算における基本的な方針 

上下水道は、市民生活に直結する重要なライフラインであることから、より

一層市民に信頼される上下水道を目指し、計画的に施設修繕や点検を行うなど

適正な維持管理に努めるとともに、計画的な施設整備・更新等を進め、コロナ禍に

あっても健全で安定した上下水道サービスの提供を行う。 

水道事業については、節水型社会の進展やライフスタイルの変化などの影響

から水需要は、平成８年度をピークに総じて減少傾向を示している。令和４年

度については、新型コロナウイルス蔓延の影響から大口利用者の水需要が減少

し収益は減少するものと考えている。このような状況においても、安全で良質

な水道水を引き続き安定して供給するため、四日市市水道ビジョン２０１９及

び四日市市水道事業経営戦略を基本とした第３期水道施設整備計画により基幹

管路の耐震化及び経年管路施設の更新等に努める。 

 生活排水対策事業については、四日市市生活排水処理施設整備計画（アクシ

ョンプログラム）及び四日市市下水道事業経営戦略に基づく汚水管整備の推進

や既存施設の更新及び施設の適正な維持管理に一層努めるとともに、包括維持

管理委託の導入など民間技術の活用により業務の効率化を図りコストの削減に

努める。また、下水道の未普及区域における合併浄化槽の普及と適正維持管理

の促進を進め、「水洗化による生活環境の向上」及び「川や海などの公共用水域

の水質保全」を図る。 

さらに、「雨に強いまちづくり」を進めるため、令和３年度に策定した雨水管

理総合計画に基づき市街化区域において総合的な雨水対策として、浸水対策施

設の整備や既存施設の更新及び適正な維持管理を行う。 

 なお、上下水道事業は公営企業として、使用料等の財源確保に努めるととも

に、より一層の経費削減を図り、将来にわたり持続可能で健全な経営を行う。 

 

水 道 事 業 

将来にわたって安全安心で良質な水道水を安定して供給していくため、第３

期水道施設整備計画（令和元年度～令和１０年度）に基づき整備を進める。 

基幹施設の耐震化並びに経年管及び経年施設の更新を推進するとともに、取

水井更新による水源確保にも取り組む。 

【主な事業】 第３期水道施設整備事業          2,241,000 千円 

・基幹施設耐震化 

・経年管路更新 

・経年施設更新 

・水源確保（取水井更新） 
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下 水 道 事 業 

１．汚水対策事業について 

生活環境の向上及び川や海などの公共用水域の水質保全を図るため、四日市

市生活排水処理施設整備計画（アクションプログラム）に基づき、汚水管渠の

整備を進めるとともに、既存施設の更新に取り組み、適切な維持管理を行う。 

【主な事業】 公共下水道汚水対策事業          4,158,000 千円 

・管渠整備（各地区における整備） 

・管渠更新（団地内老朽管及びストックマネジメント 

計画に基づく管更生） 

・施設整備（ポンプ場の整備、施設の増設） 

・施設更新（既存施設の耐震化、更新） 

 

 

２．雨水対策事業について 

市街化区域の集中豪雨等による浸水対策を図るため、雨水排水施設の整備を

推進するとともに、既存施設の耐震化及び更新に取り組み、適切な維持管理を

行う。 

【主な事業】 公共下水道雨水対策事業          3,011,000 千円 

・まつの雨水２号幹線（常磐地区）設計 

・雨水調整池（日永地区）基本設計 

・浜田通り貯留管ポンプ施設等整備 

・近鉄四日市駅周辺等雨水排水施設整備 

・施設更新（既存施設の耐震化、更新） 
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農 業 集 落 排 水 事 業 

農村集落の生活環境の向上及び公共用水域の水質保全を図るため、農業集落

排水施設の適切な維持管理を行う。 

【主な事業】 施設維持管理経費（１１地区）        220,210 千円 

          

 

 

コミニティ・プラント事業 

生活環境の向上及び公共用水域の水質保全を図るため、コミニティ・プラン

ト施設の適切な維持管理を行う。 

【主な事業】 施設維持管理経費（２地区）         109,184 千円 

 

 

 

合 併 浄 化 槽 事 業 

個人の合併浄化槽設置及び適正管理に対して、補助金を交付することで生活

環境の向上及び公共用水域の水質保全を図る。 

【主な事業】 合併浄化槽整備促進事業            59,850 千円 

合併浄化槽水質浄化促進事業          76,530 千円 
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１．目的 

  更新時期を迎える管路の老朽化対策として、昭和４４年度以前に布設された導水管、

送水管、口径１００mm 以上の配水管の布設替えを行い、安全でおいしい水の安定的な

供給を確保する。   

 

２．内容 

（１）経年管路更新（現年）                  ３５３，０００千円 

 ・ 配水管、導送水管の布設替  L=1,840m 

    主な整備箇所： 浜田町、諏訪栄町 他 

           （うちバスタ関連費 １４９，０００千円） 

   ・ 水管橋の更新設計（海蔵川） 

     

 

（２）経年管路更新（R3,4 債務）               ８７０，０００千円 

・ 配水管、導送水管の布設替  L=6,500m 

     主な整備箇所：尾平町、曽井町 他 

           （うちバスタ関連費  ８０，０００千円） 

  

３．予算額 １，２２３，０００千円  （財源内訳）企 業 債 ３６６，９００千円 

（前年度  １，０７５，０００千円）       自己財源 ８５６，１００千円 

              

                                                                                                                                                                                                                  

担当 上下水道局 水道建設課 

    山下  

    ℡ ３５４－８３６５ 

     

     

水道事業会計 

経年管路更新事業 
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１．目的 

生活環境の向上及び川や海などの公共用水域の水質保全を図るために、公共下水

道（汚水）施設を計画的に整備する。 

 

２．内容 

（１）管渠整備   ２，９８３，０００千円 

各地区において計画的に推進してきた汚水管渠の整備（面的な整備）を引き続き

進める。 

整備地区：下野、八郷、大矢知、羽津、三重、桜、川島、常磐、四郷、 

内部、河原田（L=18.4 ㎞） 

 

（２）管渠更新     ４２０，０００千円 

団地内老朽管、ストックマネジメント計画に基づく管渠更新及び近鉄四日市駅周

辺等整備事業に伴う管渠移設を行う。 

  ストックマネジメント：諏訪町ほか５町（納屋排水区、笹川第５地区） 

  団地：あかつき台、笹川、高花平、桜台 

   

（３）施設整備     ５６４，０００千円 

  波木町周辺の汚水管渠の整備に必要となる波木汚水中継ポンプ場の整備や日永浄

化センター第４系統の施設増設を行う。 

 

（４）施設更新     １９１，０００千円 

ストックマネジメント計画に基づくポンプ場の既存施設改築及び日永浄化センタ

ー第３系統水処理設備更新の設計を行う。 

   既存施設：阿瀬知ポンプ場ほか（設備更新） 

       日永浄化センター第３系統（設備更新設計） 

 

３．予算額 ４，１５８，０００千円       （財源内訳） 

 （前年度 ３，８４９，６００千円）     国庫補助金(1/2)  １，３９９，５００千円 

                       企 業 債      ２，４２９，８００千円 

                       自 己 財 源        ３２８，７００千円 

  

下水道事業会計 

公共下水道汚水対策事業 

 

 

担当  上下水道局 下水建設課 

     伊藤  ℡ ３５４－８２２４ 

     上下水道局 施設課 

     田島  ℡ ３５４－８２２０ 
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１．目的 

     市街化区域の浸水対策を図り、雨に強いまちづくりを進める。 

 

２．内容 

（１）施設整備         ９９２，０００千円 

  特に浸水被害の多い地域について、施設整備を進める。 

・まつの雨水２号幹線（常磐地区）設計           ４５，０００千円 

・雨水調整池（日永地区）基本設計             ５７，０００千円 

・浜田通り貯留管ポンプ施設等整備            ４１０，０００千円 

・近鉄四日市駅周辺等雨水排水施設整備          ３００，０００千円 

  ・排水路改良工事（大治田）等              １８０，０００千円 

               

（２）施設更新      ２，０１９，０００千円 

雨水排水施設の更新及び耐震等を行う。 

・雨水ポンプ場及び排水機場（更新）  

雨池ポンプ場ほか６箇所   １，４０５，０００千円 

・合流ポンプ場（更新） 阿瀬知ポンプ場ほか２箇所     ８２，０００千円 

・雨水ポンプ場（耐震・耐水化） 朝明ポンプ場ほか２箇所 ２４２，０００千円 

・塩浜雨水１号幹線（耐震）               １５０，０００千円 

  ・合流式下水道管路（更新）               １４０，０００千円 

 

３．予算額 ３，０１１，０００千円    

 （前年度 ３，３６７，０００千円）  （財源内訳）   

国庫補助金  (1/2・4/10)   ９７５，８００ 千円 

                   企 業 債        １，４０１，０００千円 

                   自 己 財 源           ６３４，２００千円 

 

 

                                           

 

 

下水道事業会計 

公共下水道雨水対策事業 

担当 上下水道局 下水建設課 

 伊藤  ℡ ３５４－８２２４ 

上下水道局 施設課 

田島  ℡ ３５４－８２２０ 
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１. 目的 

合併浄化槽の新設や単独浄化槽や汲み取り式便所から合併浄化槽への転換に

かかる費用の一部を補助することにより、生活環境の向上及び河川や海などの

公共用水域の水質保全を図る。 

   

２. 内容 

住宅の新築及び改築、増築等に伴い合併処理浄化槽を設置する者及び既存建

築物の単独処理浄化槽や汲み取り式便所から合併処理浄化槽に転換する者に

対して補助金を交付する。（新築１４６基、転換５０基）     

 

新築補助金                                 （単位：円） 

人槽規模 
補助金額 

基本額 加算額 合計額 

5 人槽 192,000 0 192,000 

6～7 人槽 231,000 0 231,000 

8～50 人槽 292,000 0 292,000 

 

転換補助金（単独浄化槽及び汲み取り式便所）           （単位：円） 

人槽規模 
補助金額 

基本額 加算額 合計額 

5 人槽 384,000 150,000 534,000 

6～7 人槽 462,000 150,000 612,000 

8～50 人槽 585,000 150,000 735,000 

※転換補助において高齢者（６５歳以上）のみが居住し、かつ非課税 

世帯である場合は１０％の割り増しを行う。 

                 

３．予算額 ５９，８５０千円  （財源内訳） 

（前年度 ６０，６００千円）        国庫支出金(1/3)  １６，７１７千円 

県支出金(1/3)     ８，８７０千円 

一 般 財 源       ３４，２６３千円 

 

担当 上下水道局 生活排水課  

岩田  

℡３５４－８４０２ 

 

合併浄化槽整備促進事業 

204



 

 

 

 

 

１. 目的 

合併浄化槽の保守点検、清掃、法定検査の維持管理を適正に行った浄化槽管理者

に対し補助金を交付することで、公共用水域の水質保全を図る。 

 
 
２. 内容 

公共用水域の水質改善の目的から、浄化槽の法定検査の適正率向上に向け、合併

浄化槽の適正な維持管理を行った浄化槽管理者に補助金を交付する。 

 

人槽別補助金額           単位：円 

人槽規模 金    額 

5～ 6 人槽     12,000 

7～ 9 人槽    14,000 

10～50 人槽    17,000 

補助基数 5,722 基 

 

  

３．予算額   ７６，５３０千円    （財源内訳）一般財源 ７６，５３０千円 

（前年度  ７２，９００千円） 

 

担当 上下水道局 生活排水課   

岩田  

℡３５４－８４０２ 

 

合併浄化槽水質浄化促進事業 
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市 立 四 日 市 病 院 

 

新年度予算における基本的な方針 

令和３年度から７年度までを計画期間とする第四次市立四日市病院中期経

営計画においては、引き続き診療機能の充実強化と安定的な経営体制の確立を

目標に、「ＤＰＣ特定病院群の指定の堅持」や「救急医療の充実」などを重点

項目に設定している。 

これらを踏まえ、引き続き質の高い医療の提供に重点を置くとともに、今後

も影響が続くと思われる新型コロナウイルス感染症についても院内感染防止

や職員へのサポート体制の充実等に対応できる予算の確保を図りつつ、病院運

営を継続していく上で必要な施設の老朽化対策、設備更新にも取り組んでいく。 

主な事業として、昭和 53 年の移転新築以来、未改修のままである配管・配

線類をはじめとする老朽化した病院施設の改修工事に着手する。また、医療機

器を順次最新のものに更新する。 

 

１．病院施設大規模改修事業 

昭和 53 年の移転新築以来、未改修のままである配管・配線類等のインフラ

や薬局、中央検査室、中央放射線室を中心とした部門改修に併せて、患者支援

のための入退院支援部門の新設および院内セキュリティ対策の強化などを行

う。令和４年度は、令和８年度の完成を目指して工事に着手する。 

【主な事業】病院施設大規模改修工事           144,100 千円 

      病院施設大規模改修工事監理業務委託      13,700千円 

      備品等移設支援業務委託            4,300千円 

      仮設プレハブ設置及び賃貸借          61,700千円 

 

２．医療機器等整備事業 

患者に高度な医療を安定的に提供するため、コンピュータ断層撮影装置、生

体情報モニタリングシステム、超音波診断装置をはじめとした医療機器等の整

備更新を図る。 

【主な事業】コンピュータ断層撮影装置、生体情報モニタリングシステム、

超音波診断装置ほか購入 

                            500,000 千円 

 

206



   

 

 

１．目的 

病院運営を継続していくために必要となる、経年劣化が進むインフラを主とし

た病院施設の老朽化対策とともに、患者にとって安全、安心で快適な医療環境の

改善や、医療従事者にとっても働きやすい労働環境の整備を行う。 

 

２．内容 

昭和 53 年の移転新築以来、未改修のままである配管・配線類等のインフラ更新

や薬局、中央検査室、中央放射線室を中心とした部門改修に併せて、患者支援のた

めの入退院支援部門の新設および院内セキュリティ対策の強化などを行う。 

・病院施設大規模改修工事（令和４～８年度）    ３，１１３，０００千円 

・病院施設大規模改修工事監理業務委託（令和４～８年度） ９９，０００千円 

・備品等移設支援業務委託（令和４～７年度）       ２７，８００千円 

・仮設プレハブ設置及び賃貸借（令和４～８年度）    １００，０００千円 

 

○事業スケジュール（予定） 

 

 

 

 

 

○予算の内訳 

 

 

 

 

 

３．予算額 ２２３，８００千円  （財源内訳）企業債  １２６，０００千円 

  （前年度９９，０００千円）       自己財源  ９７，８００千円 

 

４．債務負担行為 

期 間 令和４年度から令和８年度まで 

限度額 ３，１１６，０００千円（財源内訳）企業債 ２，４４１，０００千円 

                     自己財源  ６７５，０００千円 

 

 

 

 

市立四日市病院事業会計 

病院施設大規模改修事業 

担当 市立四日市病院 

施設課  古市 

℡ ３５４－１１１１ 

入退院支援部門 外観イメージ 

（年度） 

（単位：千円）

区　分 事業費 令和4年度 令和5～8年度
　病院施設大規模改修工事 3,113,000 144,100 2,968,900
　病院施設大規模改修工事監理業務委託 99,000 13,700 85,300
　備品等移設支援業務委託 27,800 4,300 23,500
　仮設プレハブ設置及び賃貸借 100,000 61,700 38,300

合　計 3,339,800 223,800 3,116,000

区　分 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8
基本計画・基本設計

実施設計

工事・工事監理

備品等移設支援

仮設プレハブ賃貸借等

入
札
・契
約
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（単位：千円）

会計 款 項 所属 事　業　名
令和4年度
予算

特定財源 一般財源 事　　　業　　　概　　　要

危機管理室 防災倉庫備蓄品等整備事業費 12,394 0 12,394
避難所での良好な生活環境の確保や新型コロナウイルス感染症対策のため、間仕切り用パーテーションやプ
ライベートルームを配備する。

文化振興課 文化振興事業支援補助金 1,000 0 1,000
四日市市文化活動促進補助金において、市民自らが行う文化事業に対し、新型コロナウイルス感染症拡大防
止対策のための費用負担を軽減するため補助を行う。

こども未来課
新型コロナ・子ども支援プロジェク
ト補助金

3,832 0 3,832
長期化するコロナ禍にあって、経済的・心理的に大きな影響を受けている子どもとその保護者を支援するた
め、感染防止対策を行いながら新たに支援を始める団体や継続して活動している団体等に対し必要経費を補
助し、子どもたちが地域で健やかに育つことのできる環境の維持を図る。

こども家庭課
支援対象児童等見守り強化事業
費

9,000 6,000 3,000
コロナ禍により、経済的・心理的に厳しい状況におかれ困難を抱える子どもとその家庭を支援するため、感染
防止対策をしながら家庭訪問し、食事・食材の提供等の支援や見守りを実施する団体に対し、必要経費を補助
する。

健康福祉課 応急診療所管理運営費 36,677 25,082 11,595
休日及び年末年始における市民の救急患者の医療を確保するため、応急診療所を設置している。令和4年度
以降、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に対応するため、医師・看護師を増員する。

こども保健
福祉課

妊婦新型コロナウイルス感染症
検査費用助成事業費

8,400 4,200 4,200
コロナ禍により、胎児や新生児の健康等に強い不安を抱えながら生活を送っている妊婦の不安を解消するた
め、希望に応じて出産前に実施したPCR検査の費用を助成する。

新型コロナウイ
ルス感染症対

策室

新型コロナウイルスワクチン接種
体制確保事業費
新型コロナウイルスワクチン接種
事業費

2,109,000 2,109,000 0
現状の新型コロナワクチンの接種体制を継続するとともに、ワクチンの３回目接種に関する国の方針を踏ま
え、追加接種の対象者に対して円滑にワクチン接種が行えるよう、本市における接種体制の整備を図る。

保健所費 保健予防課
新型コロナウイルス感染症対策
事業費

435,439 300,605 134,834

新型コロナウイルス感染症の早期発見、拡大防止のため、予防方法や有症状時の対応について広く市民へ情
報を発信するとともに、陽性判明後迅速に対応できるよう保健所の体制を強化する。
また、自宅療養となる方に対し飲料や医療機器の迅速な提供や、医療機関等における検査に要する費用、感
染者の入院医療費を一部負担することにより、療養を支援する。

農林水産業費 農業費 農水振興課
農業経営収入保険加入促進対策
事業費補助金

8,500 0 8,500
市内に住所を有する個人又は法人が農業経営収入保険に加入した際に、保険料及び付加保険料の一部を補
助する。

中小企業ＩｏＴ等活用促進事業費 5,000 0 5,000 市内中小製造業者のテレワーク、非対面ビジネス対応にかかる経費の一部を補助する。

四日市市プレミアム付デジタル商
品券事業費

2,182,000 718,512 1,463,488
新型コロナウイルス感染症に伴う外出自粛や営業自粛により落ち込んだ地域経済の回復や市内の事業者の
キャッシュレス化を図るため、市内の商工団体等や市で組織した実行委員会等が実施するプレミアム付デジタ
ル商品券を発行する事業に要する経費を補助する。

4,811,242 3,163,399 1,647,843

競輪事業特別
会計

開催費 開催費
けいりん事業

課
四日市競輪新型コロナウイルス
感染防止対策事業支援補助金

8,000 8,000 0
選手及び関係者における新型コロナウイルス感染拡大を防止するため、四日市競輪参加選手の宿泊施設であ
る霞ヶ浦会館における新型コロナウイルス感染拡大防止対策事業にかかる経費の一部を補助する。

国民健康保険
特別会計

保険給付費
新型コロナウイ
ルス傷病手当
金

保険年金課 新型コロナウイルス傷病手当金 2,000 2,000 0
四日市市国民健康保険に加入している被用者のうち、新型コロナウイルス感染症に感染した者又は発熱等の
症状があり感染が疑われる者に対して、会社等を休みやすい環境を整えることを目的とし、新型コロナウイル
ス傷病手当金を支給する。

10,000 10,000 0

 マスク、消毒液等　消耗品の購入経費 14,787 4,050 10,737

4,836,029 3,177,449 1,658,580

令　和　4　年　度　　　新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 へ の 対 応 に つ い て

商工課

合　　計

特　別　会　計　小　計

一　般　会　計　小　計

一般会計

総務費

民生費

衛生費

商工費

総務管理費

児童福祉費

保健衛生費

商工費
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（単位：千円）

①LED化等の省エネ 計 292,058

人権・同和政策課 人権活動拠点施設整備事業費 2,065 人権活動拠点施設（人権プラザ等）の照明設備のLED化

管財課 公共施設LED化推進事業費 36,900 市庁舎北館の蛍光灯のLED化

市民生活課 地区市民センター照明器具ＬＥＤ化 1,476 地区市民センターの照明器具のLED化（６か所）

文化振興課 文化会館照明器具ＬＥＤ化 8,200 事務所棟、展示棟等のLED化（設計）

文化振興課
三浜文化会館多目的ホール照明器具ＬＥＤ
化

591 アリーナ、ステージ等のLED化（設計）

スポーツ課 運動施設照明器具ＬＥＤ化 156,900
楠多目的運動場照明（６基）、楠テニスコート照明（８基）、楠体育館ロビー吊り下げ照明（２
か所）のLED化

社会福祉費 高齢福祉課 介護予防等拠点施設整備事業費 50,000
中央老人福祉センターの改修
（総事業費245,000千円のうち、空調設備更新工事45,000千円、LED化5,000千円）

こども未来課 児童館管理運営費 456 北部児童館の照明設備のLED化（設計）

保育幼稚園課 保育所整備事業費 1,400 公立保育園の照明設備のLED化（設計１園、修繕１園）

健康福祉課 応急診療所管理運営費 370 応急診療所の照明設備のLED化（設計）

健康福祉課 歯科医療センター管理運営費 23,000 歯科医療センターの照明設備のLED化

こども未来課 少年自然の家施設整備事業費 1,700 少年自然の家の照明設備のLED化（設計）

社会教育・文化財
課

市指定文化財四郷村役場保存整備事業費 9,000 照明設備のLED化

令和4年度　　　グリーンカーボンニュートラル関連事業について

会計 款 項 所属 事              業              名
令和4年度

予算
事　　　業　　　概　　　要

一般会計

総務費 総務管理費

民生費

児童福祉費

衛生費 保健衛生費

教育費 社会教育費

209



（単位：千円）

会計 款 項 所属 事              業              名
令和4年度

予算
事　　　業　　　概　　　要

②太陽光発電等の省エネ 計 33,730

総務費 総務管理費 市民生活課 風力・太陽光発電及び蓄電装置の設置 800 地区市民センターの敷地内に、風力・太陽光発電及び蓄電装置を設置（設計２か所）

農林水産業費 農業費 農水振興課 農業センター再整備事業 11,583 農業センターに太陽光発電設備を設置

消防費 消防費 消防本部総務課 南消防署整備事業 11,747 南消防署に太陽光発電設備を設置

教育費 小学校費 教育施設課 高花平小学校改築整備事業費 9,600 高花平小学校に太陽光発電設備を設置

③公用車等の電動化等 計 20,031

総務費 総務管理費 管財課 民間車両借上経費 1,931 公用車７台をプラグインハイブリッド車２台、ハイブリッド車５台に更新

衛生費 保健衛生費
環境保全課・四日
市公害と環境未来
館

次世代自動車（電気自動車）整備事業 11,000
環境保全課、環境未来館のハイブリッド車各１台を電気自動車に更新
（公用車のリース期間満了に併せて変更）

消防費 消防費 消防本部総務課 消防車両購入費 7,100 広報車２台をハイブリッド車に更新

④支援事業（補助） 計 60,303

総務費 総務管理費 市民協働安全課 防犯外灯LED化 15,003 自治会が管理するLED防犯外灯の新設及び修繕等に対する補助金

衛生費 保健衛生費 環境保全課 スマートシティ構築促進事業 45,300

スマートシティ構築促進補助金
　地球温暖化対策を推進し、エネルギーマネジメントが高度化されたまち「スマートシティ」
を構築するため、「創エネ」「蓄エネ」「省エネ」設備の導入等に対する補助金
〔補助対象設備〕
　太陽光発電、燃料電池、蓄電池、家庭用エネルギー管理システム(HEMS)、地中熱ヒート
ポンプ、電気自動車等充給電設備(V2H)、ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）

⑤計画策定 計 50,000

総務費 総務管理費 管財課 市庁舎等管理運営費 2,100 市庁舎等ESCO事業を実施するための導入検討業務の委託

衛生費 保健衛生費 環境保全課 環境計画推進事業 27,000
国の地球温暖化対策計画の改定、改正地球温暖化対策推進法に基づく再生可能エネル
ギーの利用促進に対応するための第4期四日市市環境計画（地球温暖化対策実行計画）
の見直し

商工費 商工費 商工課
四日市コンビナートカーボンニュートラル推
進事業費

20,900
四日市コンビナートのカーボンニュートラル化に向けた検討委員会を設置し、カーボン
ニュートラル社会に対応するための、四日市コンビナートのあるべき姿について企業等と
ともに検討

一般会計

210



（単位：千円）

会計 款 項 所属 事              業              名
令和4年度

予算
事　　　業　　　概　　　要

⑥普及啓発 計 48,035

保健衛生費
四日市公害と環境
未来館

環境学習推進事業費 38,609 地球温暖化対策に係るワークショップやイベントの実施　など

保健衛生費 環境保全課 地球温暖化対策事業費 1,080 地球温暖化対策（クールチョイス）啓発用品作成、グリーンカーテン事業の実施　など

保健衛生費 環境保全課 エコパートナーシップ推進事業費 3,080 エコパートナーによる提案事業、グリーンカーテンフォトコンテストの実施　など

教育費 教育総務費 指導課
新教育プログラム推進事業費
（地域への愛着）

5,266
SDGsの視点を取り入れたESDカレンダーの作成と具体的な取組の計画、四日市公害と環
境未来館の見学　など

504,157

①LED化等の省エネ 計 236,450

競輪事業
特別会計

総務費 総務管理費 けいりん事業課 競輪場施設整備事業費 197,750 競輪場内の照明設備及びナイター照明設備のLED化

食肉センター
食肉市場
特別会計

業務費 業務費 農水振興課 食肉センター食肉市場施設整備事業費 38,700 と畜施設内の照明設備のLED化

236,450

①LED化等の省エネ 計 11,154

上下水道局
上下水道局庁舎照明改修工事設計業務委
託

828 上下水道局庁舎照明器具のLED化（設計）

市立四日市病院 省エネのための施設の修繕 10,326
研修センター、病棟階段灯、外灯などの照明設備のLED化、病棟外窓への遮熱フィルム
の設置

11,154

751,761合　　　　計

一般会計
衛生費

一　般　会　計　小　計

特　別　会　計　小　計

企　業　会　計　小　計

企業会計
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（単位：千円）

危機管理室
避難所運営等におけるマイナンバーカード
等活用調査研究事業

1,000
避難所運営等における本人確認や個人情報の収集などの課題解決に対し、マイナンバーカード活用の検討な
ど、防災対策へのデジタル技術の活用についての調査研究を行う。

人事課 給与明細及び年末調整の電子化 4,070 給与明細及び年末調整における業務を電子化することで業務の効率化を図る。

LoGoチャットライセンス 1,500
庁内、他市間におけるチャットツールのライセンス使用料で、テレワーク等におけるコミュニケーションにも利用す
る。

オンライン決済・申請連携調査 9,000 オンライン申請時に必要な電子決済及び基幹系システム連携を構築するための調査を行う。

ＬＩＮＥ公式アカウント機能拡張業務委託 5,000 ＬＩＮＥ公式アカウントの機能拡張を行う。

ヘルプデスク開設 3,140 市民へのオンライン申請のサポート体制構築のため、ヘルプデスクを設置する。

行政手続のオンライン化ツール導入 5,975 行政手続のオンライン化を実現するためのツールを導入する。

データプラットフォームサービス導入・運用業
務委託

32,200 官民データを蓄積するデータプラットフォームの構築及び運用を行う。

情報化実行計画工程管理支援業務委託 6,000 四日市市情報化実行計画の進捗管理、実施内容の品質管理の支援を行う。

デジタル人材育成計画策定支援業務委託 5,000 デジタル化を推進するための人材育成計画の策定の支援を行う。

オンライン研修サービス利用料 1,500 デジタル化を推進するための人材育成研修を実施する。

地区市民センター窓口用タブレット 957
地区市民センターの窓口に、本庁各課や相談員と繋げるためのタブレット端末を設置する。
（１０地区市民センターから２４地区市民センターへ拡充）

モバイルＷｉ-Ｆｉレンタル 169 地域活動のオンライン化を促進するため、貸出用のモバイルＷi-Fiを配備する。

戸籍住民
基本台帳費

市民課 窓口受付システムの更新 1,800
受付発行機がインターネットにつながることで、ＷＥＢ上から混雑状況を確認できるようになり混雑緩和につなが
る。また、発券される番号札のＱＲコードを読み取ることで現在の呼出状況が確認できるようになる。

事　　　業　　　概　　　要

一般会計 総務費

総務管理費 ICT戦略課

市民生活課

令和4年度　　　行政のデジタル化 DX関連事業について

会計 款 項 所属 事　　業　　名　　等
令和4年度

予算

デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針（令和2年12月25日：総務省）
デジタル社会の目指すビジョン
「デジタルの活用により、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会～誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化～」

自治体DX推進計画（令和2年12月25日：総務省）
上記基本方針に基づき、行政サービスについて
「デジタル技術やデータを活用して、住民の利便性の向上」
「デジタル技術やAI等の活用により業務効率化を図り、行政サービスの更なる向上」

本市においても、これらの国の方針に沿って、行政のデジタル化やDXの取り組みを進めていきます。
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（単位：千円）

こども未来課
児童福祉一般経費（子育て支援アプリにお
ける予約機能の導入）

1,408
子育て支援アプリ「よかプリコ」に予約機能を導入し、従来まで電話や窓口で行っていた子育て講座などの予約を
オンライン化することで、利用者の利便性の向上や業務の効率化を図る。

保育幼稚園課 保育業務支援システム導入事業 12,400
保育業務支援システムを導入し活用することで、児童の出席管理や連絡帳の記入等の事務作業等に係る業務
量を削減し、保育の質の確保、職場環境の向上を図る。令和4年度においては公立保育園及びこども園のうち、2
園で保育業務支援システムの試行導入を行う。

商工費 商工課 商工課
四日市市プレミアム付デジタル商品券事業
費

2,182,000
新型コロナウイルス感染症に伴う外出自粛や営業自粛により落ち込んだ地域経済の回復や市内の事業者の
キャッシュレス化を図るため、市内の商工団体等や市で組織した実行委員会等が実施するプレミアム付デジタル
商品券を発行する事業に要する経費を補助する。

土木費 都市計画費 都市計画課 都市空間情報デジタル基盤構築事業費 39,600
デジタル技術・データを活用したまちづくりを進めるため、中央通りの再編にあわせ、都市モデル基盤となる３Ｄ都
市モデルの整備・活用・オープンデータ化を実施する。

消防費 消防費 消防本部総務課 先端技術を活用した救急業務高度化事業 1,700
次世代高速通信５GとIoTなどの先端技術の活用に向け、現場や傷病者の状況をリアルタイムに救命救急セン
ターへ伝送を行うシステムの実証試験を行う。

教育総務費 教育支援課 学校保護者統合型連絡システム使用料 10,904 アプリを使用した、学校と保護者の双方向連絡システムを導入する。

社会教育費 図書館 デジタル化資料閲覧サービス事業費 483
図書館利用者の調査研究等への支援の一環として、オンラインで各種資料・記事の検索、閲覧ができるデータ
ベースを導入し、デジタル化資料の閲覧サービスを提供する。

2,325,806

令和4年度
予算

事　　　業　　　概　　　要会計 款 項 所属 事　　業　　名　　等

合　　　　計

一般会計

民生費 児童福祉費

教育費
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（単位：千円）

こども家庭課 児童虐待防止対策事業費 5,496
「四日市市子どもの虐待及び配偶者からの暴力防止ネットワーク会議」の中で、要保護・要支援児
童の情報共有や必要な支援の検討を行うとともに、ヤングケアラーに対する認識の共有も行い、
実態把握に努める。

99

こども未来課 子どもの貧困対策計画推進事業費 1,991
子どもの貧困を要因とした困難を抱える子どもに対する取り組みを計画的に推進するため、子ど
もの貧困対策に関する計画を策定する。計画策定にあたっては、令和３年度の実態調査の結果も
踏まえた上で、ヤングケアラーも含めた子どもの貧困対策について検討する。

88～89

7,487

指導課 チーム学校推進事業費 48,876

いじめ、不登校、発達障害、家庭環境、ヤングケアラーなど子どもをめぐる多様な問題が発生する
中、教職員と専門スタッフが連携し、「チーム学校」として課題解決に向けた取り組みの充実を図
り、早期かつ継続的な対応を行う。
※「ヤングケアラー」等を含めて、関連する相談を随時受付

183

教育支援課 登校サポートセンター事業費 30,453 不登校児童生徒の相談・適応指導を行うことにより、学校復帰や社会的自立を支援する。 184

79,329

86,816

令和４年度　ヤングケアラー関連事業について

一般会計

合　　　計

所属 事業概要
当初予算
資料該当頁

事　　業　　名款 項
令和4年度
予算

教　育　費　　計

会計

民生費 児童福祉費

教育費 教育総務費

民　生　費　　計

ヤングケアラーとは、本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的に行っている子どものことであり、
学業への支障など、子どもの将来への影響が懸念されています。
本市でも、国の方針に基づき、ヤングケアラーについて、早期発見・把握、相談支援など支援策の推進などの取り組みを
進めていきます。
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（単位：千円）

自立相談支援事業費 43,244 生活困窮者の状況に応じた包括的な相談支援を行う。 69

就労準備支援事業費 6,590
就労経験の乏しい社会的孤立者に対し、就労に向けての生活習慣の改善や社会参加に必要な能力
形成を図るための就労準備支援を行う。

69

49,834

衛生費 保健所費 保健予防課 こころの健康づくり支援事業費 7,442
市民一人ひとりがこころの健康について正しく理解し、適切に対応・対処できるような働きかけや、周
りからのサポートが受けられる体制整備を行う。
※「引きこもり」等を含めて、関連する相談を随時受付

71

7,442

労働費 労働諸費 商工課 就労対策事業費 1,500
若年者の就労支援に取り組む機関である北勢地域若者サポートステーションが行う講座や臨床心理
士による相談等事業に対して補助を行う。

111

1,500

指導課 チーム学校推進事業費 48,876

いじめ、不登校、発達障害、家庭環境、ヤングケアラーなど子どもをめぐる多様な問題が発生する
中、教職員と専門スタッフが連携し、「チーム学校」として課題解決に向けた取り組みの充実を図り、
早期かつ継続的な対応を行う。
※「引きこもり」等を含めて、関連する相談を随時受付

183

教育支援課 登校サポートセンター事業費 30,453 不登校児童生徒の相談・適応指導を行うことにより、学校復帰や社会的自立を支援する。 184

79,329

138,105

地域支援
事業費

一般介護
予防事業費

高齢福祉課 介護予防推進事業費 39
新型コロナウイルス感染症の影響等で、外出自粛により身体機能が低下した高齢者を対象に、介護
予防の重要性を普及啓発する公開講座を実施する。

85

39

138,144

令和４年度　ひきこもり関連事業について

会計 款

教　育　費　　計

労　働　費　　計

衛　生　費　　計

教育費

当初予算
資料該当頁

事業概要事　　業　　名

合　　　計

教育総務費

民　生　費　　計

一般会計

民生費 保護課

項
令和4年度
予算

所属

社会福祉費

一　般　会　計　　計

介護保険
特別会計

特　別　会　計　　計

ひきこもりは、特別なものではなく、誰にでも起こりうるものであり、あらゆる世代に関わる大きな社会問題となっています。
本市でも、各世代に応じて、相談支援・居場所づくりなどの取り組みを進めています。
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